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株式会社リクルートキャリア 広報部 社外広報グループ 
TEL：03-3211-7117  MAIL：kouho@waku-2.com 

本件に関する 

お問合せ先 

新型コロナウイルス禍における働く個人の意識調査 

テレワーク経験者の６割、テレワーク前にはなかったストレスを実感 
仕事中の「雑談」有無の違いでストレス解消具合に 14.1ptの差 

株式会社リクルートキャリア（本社：東京都千代田区、代表取締役社⾧：佐藤 学）は、全国の 20～60 代の新
型コロナウイルス禍でテレワークをするようになった就業者（※）2,272 名に、仕事に関するアンケートを実
施しました。調査期間の 2020 年 9 月 26 日～28 日時点でもテレワークを実施している 2,213 名について考察
いたしましたので、結果の概要をご報告いたします。新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、テレワークを
実施する企業は増えると考えられます。昨年の急速なテレワークの広がりに際し起きていた課題に改めて目を
向け、この困難な状況を乗り越えるための参考になれば幸いです。 

※2020 年 1月以降にテレワークを実施した人（公務員、パート・アルバイトを除く） 

概要 

1. テレワーク時の仕事上のストレス状況 
全体の 59.6%がテレワーク前にはなかった仕事上のストレスを実感。そのうち 67.7%はいまだにストレス
が解消されていない。年代が上がるほどストレス解消ができていない割合が高い（20 代：58.9%、30 代：
64.6%、40 代：67.8%、50～60 代：83.6%）。 

2. 仕事中の「雑談」の有無でストレス解消に違い 
仕事中に「雑談」がある人とない人を比較すると、「雑談」がない人はストレスが解消できていない割合
が大きく、両者のストレスの解消具合には 14.1pt の差。 

3. テレワーク時の「雑談」の機会 
50～60 代は「雑談」が「全くない」と回答した割合が 44.2%と、他の年代に比べて高い。「雑談」の機会
については、「チャットなどでの業務外の会話」や「会議開始前の世間話のような会話」において、50～
60 代と他の年代で差。 

4. 解説：HR 統括編集⾧ 藤井 薫 
テレワークの浸透に伴う、働く個人のストレスの固着化。 
解消のカギは、働く個人の存在性に働きかける「雑談」。 
「できるかどうか」でなく「いまここにいてくれて有難う」というメッセージの交換。「雑談」は、相手へ
の効用性を求める前に、存在性を認め合い、心理的安全を育む行為とも言える。 
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１．テレワーク時の仕事上のストレス状況 

回答者の 59.6%がテレワーク前にはないストレスを実感。 
そのうち 67.7%はいまだにストレスが解消されていない状況。 

新型コロナウイルス感染症の影響によってテレワークを経験した人の 59.6%が、テレワーク前の出勤をしてい
た時にはない仕事上のストレスを感じていました。さらに、ストレスを感じたと回答した人に、そのストレス
は解消できたかどうかを確認したところ、67.7%はいまだにそのストレスが解消されていない状況であること
が分かりました（調査時点 9 月）。 

 

 

上記と同様に、テレワーク時のストレス実感と、ストレス解消状況を年代別に確認しました。まず、ストレス
実感ですが、こちらは年代別の大きな差異は見受けられませんでした。20 代から 60 代の全ての年代で、スト
レスを実感した人の割合がおおむね 60%前後の割合でした。 
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次に、ストレス解消状況ですが、こちらは年代が上がるほど、いまだにストレスが解消できていない割合が高
いことが分かりました。例えば 20 代では、ストレスが解消できていないという人の割合が 58.9%となってお
り、逆に 41.1%の人はストレスが解消できたと回答しています。一方で 50 代～60 代は、83.6%の人がいまだ
にストレスが解消できておらず、ストレス解消ができているのは 16.4%という状況です。 

 

 

こういったストレスの原因の一つには、テレワークによって仕事の進め方が変化したことが考えられます。従
来はお互いが顔を合わせることで発生していたコミュニケーションや協働が、テレワークという働き方の導入
によって分断されている可能性があります。実際に、本調査のデータを用いてモチベーションに影響する仕事
の５要素を調べたところ、仕事の「全体像の把握」や「重要性の実感」、「他者からのフィードバック」という
要素が棄損されていることが分かりました。こちらについての詳細は以下をご参照ください。 

[2020 年 12 月 22 日プレスリリース] 
新型コロナウイルス禍における働く個人の意識調査  「働くモチベーション」はテレワーク実施前後で変化した？  
https://www.recruitcareer.co.jp/news/pressrelease/2020/201222-02/ 

以下では仕事の進め方以外の要素に着目して、ストレスへの影響について解説します。 
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２．仕事中の「雑談」の有無でストレス解消に違い 

「雑談」がある人とない人では、ストレス解消の状況が 14.1ptの差 

テレワークによってストレスを感じた人を、仕事中に「雑談」がある回答群と「雑談」がない回答群に分けた
ところ、ストレスの解消具合に差異があることが分かりました。先述した通り、いまだにストレスが解消でき
ていない割合は 67.7%でしたが、「雑談」がある人の場合はこの値が 63.2%であるのに対して、「雑談」がない
人は 77.3%であり、両者には 14.1pt の差があります。テレワークによって感じるストレス状況は、仕事中の
「雑談」がない人の方がより深刻である様子がうかがえます。 

 
 
 
 
３．テレワーク時の「雑談」の機会 

50～60代は「雑談」が「全くない」割合が 44.2%と高い 

テレワーク時に、どのような「雑談」をしているかを確認したものを以下グラフに示しています。「全くない」
を選択した人は仕事中に「雑談」がないことを意味していて、それ以外の何らかの選択肢を選んだ人は、仕事
中に「雑談」があることを意味します。 
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年代別に見ると、50～60 代は他の年代に比べて「雑談」に関する選択率が低く、「全くない」の選択率が 44.2%
と高いことが分かります。50～60 代の人が特にストレス解消できていない状況は既に述べましたが、仕事中の
「雑談」の有無が影響していることが推測できます。 

また、「雑談」の機会については、「チャットなどでの業務外の会話」や「会議開始前の世間話のような会話」
において、50～60 代と他の年代で選択率に差が出る結果となりました。 

 

■ テレワークのストレス解消に関するフリーコメント 

 週 1 で打ち合わせや会議を行い、担当メンバー全体で情報を共有する（東京都／37 歳） 

 上司に相談し、なるべくコミュニケーションをとるよう働きかけてくれた（千葉県／43 歳） 

 自分でペースを整えた。テレワークが強制では無くなったので、本人の裁量で出勤できるようになった（三
重県／43 歳） 

 伝え方をいろいろ試して適切な方法を見つけた（埼玉県／44 歳） 

 雑談に関する問題意識を共有し、雑談の意義を共有し、雑談するようにした。運動不足については、身体
を動かす時間を決めて体操や運動をするようにした（愛知県／44 歳） 
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 頻繁に周りに連絡をとるようにした（東京都／44 歳） 

 人と話すことを意識する（神奈川県／30 歳） 

 出社ができるようになり人と直にあって仕事ができるため（千葉県／34 歳） 

 いままで以上に細部の連携を頻繁に行う（東京都／39 歳） 

 業務と進捗率の見える化をオンライン上で図った（千葉県／40 歳） 

 子どもの学校が再開し昼間に子どもを預けられるようになった（愛知県／42 歳） 

 言葉を尽くして説明する。出社したときによく話す（東京都／49 歳） 

 時間帯を少しずらして合わせることで解決できている。お昼と夕方に連絡を取り合うことで解消されてい
る（兵庫県／66 歳）  

 チャットの導入などで大きく改善されたと思われる。ちょっとだけ聞くという行為がしやすくなった。ま
た、電話を活発に使用しても良い雰囲気も出来上がったことも一因として考えられる。いろいろな点で皆
が慣れてきている（千葉県／28 歳） 

 だんだんと慣れてきて、情報を上手く交換することができたから（静岡県／41 歳） 

 
 
 
４. 解説：HR統括編集⾧ 藤井 薫 

テレワークの浸透に伴う、働く個人のストレスの固着化。 
解消のカギは、働く個人の存在性に働きかける「雑談」。 

コロナ禍によるテレワークの浸透で、働き手のストレスは、どう変化しているのか？  

テレワーク経験者の約６割が、【テレワーク前にはなかった仕事上のストレスを実感】。 
そのうちの約７割が、【いまだ仕事上のストレスが解消されていない】という実態。 

テレワーク経験者の声からは、テレワークの浸透に伴って、仕事上のストレスに 苛
さいな

まれ、いまだそのストレ
スを解消できていない働き手が多く存在する実態が明らかになりました。中でも、年代が上がるほど、ストレ
ス解消ができてない割合が高まる実態も見逃せません（50～60 代に至っては 83.6％）。 

この実態は、日本のテレワーク浸透への大きな課題を投げかけています。と同時に、全世代でも見られるスト
レスの⾧期化・固着化が、今後の企業業績や職場の活力に暗い影を落とすことが懸念されます。 

こうした働く個人のストレスの⾧期化・固着化を、どう解消していけば良いのか？ 

仕事中に「雑談」がある人とない人では、ストレスの状況が 14.1pt の差。 

調査からは、仕事中の「雑談」がストレス解消のカギになる可能性が見えてきました。 
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チャットでの業務外の話、会議前の世間話……。テレワーク時に、こうした「雑談」を実践している年代（20
～40 代）と、全く「雑談」がない年代（50～60 代）の回答差からも、「雑談」がストレス解消のひとつのカギ
であることが推察されます。 

「雑談」は一人ではできない。「雑談」は、相手に成果を求めない。ここに「雑談」の本質があります。 

「できるかどうか」でなく「いまここにいてくれて有難う」というメッセージの交換。「雑談」は、相手への効
用性を求める前に、存在性を認め合い、心理的安全を育む行為とも言えます。 

昨今のテレワークの浸透によるジョブ型雇用議論の高まり。その背景にある生産性向上欲求や明確な評価マネ
ジメントへの希求は、組織の二つの駆動原理のうちの“存在性より効用性”を重視する圧力を高めます。そうし
た動きが、働く個人へのストレスを高める遠因になっているのではないでしょうか。 

相手の存在に無意識に感謝し合う「雑談」は、行き過ぎた効用主義に陥りやすいテレワークで働く個人から、
過剰なストレスを解放する大切な職場コミュニケーションなのかもしれません。 

意識して無意識の「雑談」をする。結果、ストレスが解消し、生産性が上がる。テレワーク時代こそ、合理と
情理の両利きのコミュニケーションが求められます。 

 

藤井 薫（ふじい・かおる）  
株式会社リクルートキャリア 
HR*統括編集⾧ 

プロフィール（略歴） 1988 年、リクルート（現 株式会社リクルートホー
ルディングス）に入社。以来、人と組織、テクノロジーと事業、今と未
来の編集に従事。『B-ing』、『TECH B-ing』、『Digital B-ing（現『リクナ
ビ NEXT』）、『Works』、『Tech総研』の編集、商品企画を担当。TECH B-
ing編集⾧、Tech 総研編集⾧、アントレ編集⾧・ゼネラルマネジャーを
歴任。 2016 年、リクナビ NEXT 編集⾧に就任（現職）、2019 年には HR
統括編集⾧を兼任（現職）。 

＊HR=Human Resources（人的資源・人材） 

調査概要 

実施期間：2020 年 9 月 26 日(土)～2020 年 9 月 28 日(月)  
調査対象：企業に勤める正規の従業員で 2020 年 1 月以降にテレワークを実施した人 
回答数 ：2,272 名 
調査方式：インターネット調査  
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回答者属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年代 （％）
20代 16.8
30代 33.6
 └30代前半 16.8
 └30代後半 16.8
40代 33.2
 └40代前半 16.8
 └40代後半 16.4
50～60代 16.4

地域
北海道 1.9
東北地方 2.1
関東地方 58.2
中部地方 12.3
近畿地方 16.2
中国地方 3.1
四国地方 1.1
九州地方 5.1
未既婚
未婚 47.1
既婚 52.9

子供の有無
子供なし 59.6
子供あり 40.4

個人年収
200万円未満 3.1
200～400万円未満 23.2
400～600万円未満 30.5
600～800万円未満 15.2
800～1,000万円未満 6.6
1,000～1,200万円未満 3.0
1,200～1,500万円未満 1.6
1,500～2,000万円未満 0.7
2,000万円以上 0.4
わからない 3.6
無回答 12.2

職種（主業務）
営業 17.7
事務 23.0
企画・宣伝 5.1
国際業務 1.1
経理・会計 6.1
総務・人事 8.2
法務・知財 1.0
販売・サービス 3.7
開発・研究 6.3
クリエイティブ関連 1.5
編集・記者 0.3
ITエンジニア 11.8
機械・電気・化学系エンジニア 4.5
建築・土木系エンジニア 2.1
データサイエンティスト等のデータ分析・活用 0.4
デジタル領域のエンジニア 0.1
コンサルタント関連 0.9
その他のエンジニア・技術職 2.4
その他 3.8

主業種
農林・水産・鉱業 0.2
建設・工事業 4.8
食品 2.9
繊維 1.0
化学 2.1
石油・ガラス・ゴム・紙・セラミック 1.1
医薬品 2.6
化粧品 1.1
鉄鋼・非鉄金属・金属 1.5
機械・プラント・エンジニアリング 2.5
電機・電子・OA関連・精密機器 3.7
家電・AV機器・ゲーム機器 1.5
半導体・電子・電気部品 1.8
その他の電気機械器具製造業 1.2
自動車・鉄道・航空機等製造・同部品製造 4.6
精密機械器具製造業 0.4
印刷関連 0.7
その他の製造業 4.7
商社 5.5
百貨店・スーパー・コンビニエンスストア・DIY・
生活協同組合

0.8

専門店 0.6
銀行・信用金庫・信用組合・労働金庫 2.9
生命保険・損害保険 4.4
証券 0.7
その他金融(投資業・ベンチャーキャピタル・消費者
金融等)

1.2

通信 2.2
放送業 0.5
情報サービス（ソフトウェア・情報処理・修理等） 13.5
インターネット付随サービス業 1.7
映像・音声・文字情報制作業(各種コンテンツ等制
作・新聞・出版)

0.9

不動産 2.8
鉄道・道路旅客運送・海運・航空・その他の運輸業 3.2
道路貨物運送業 0.7
倉庫業 0.9
旅行業および運輸に付帯するサービス業 1.8
電力・ガス・水道・エネルギー 1.1
飲食店 0.6
旅館・ホテル・レジャー 1.1
医療・福祉 2.3
教育・学習支援（各種学校・塾・予備校等） 3.1
物品賃貸業 0.2
人材関連（派遣・斡旋等） 1.9
専門サービス業（法律事務所・税務事務所・デザイ
ン業・広告制作業等）

3.4

その他のサービス業（理美容・自動車整備・廃棄物
処理・各種修理・共同組合・経済団体等）

3.4

官公庁 0.5
各種団体 1.2
その他 3.7


